
１２月３日の緊急地震速報の訓練の結果について 

１. 調査の実施方法等 
（１）調査期間：平成 24年 12月３日～12月 18日（16日間） 

（２）調査方法：気象庁ＨＰの専用ページから回答（Ｗｅｂ調査） 

（３）調査対象機関： 

  訓練参加の呼びかけを行った民間企業、地方公共団体、学校等の機関等 

  ※各省庁及び各省庁の所管する団体や緊急地震速報を配信する事業者などを通じ

て、訓練参加を呼びかけた機関・団体等のうち回答のあった 2,173団体。 

○回答のあった機関・団体数と訓練参加の有無【n=2173】 

（４）集計方法： 

  集計にあたっては、訓練で利用する報知の仕方（参加方法）について、全国瞬時

警報システム（J アラート）を利用する地方公共団体の結果が他の業種と大きく異

なったことから、関連する回答内容について地方公共団体を個別集計とした。 
  その他、地方公共団体以外の「学校、金融・保険業、国の機関等、製造業等」を

『機関等』とし、機関等の全体数は 1,555、地方公共団体の全体数は 618 として集

計した。 

 
２． 訓練の実施状況 

○訓練に参加した理由と参加しなかった理由 
機関等の参加理由は、「地震の際の行動を確認するため」という回答が 65％と最

も多く、「受信端末の動作確認のため」が 13％と続いた。地方公共団体は「受信端

末の動作確認のため」が 78％で最も多かった。 

また、機関等の参加しなかった理由は、「他の日に行っているため」が 47％と最

も多く、「緊急地震速報の受信端末がないため」が 16％、と続いた。地方公共団体

は「他の日に行っているため」が 38％と最も多かった。 

 

別 紙 

訓練に参加した理由【機関等：n=975、地方公共団体：n=526】 
64.7 13.4 11.9 7.0 3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

機関等

16.0 78.3 3.2

0.8

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地方公共団体

  地震の際の行動確認のため  

 継続的に訓練をしているため 

 その他 

 受信端末など機器の動作確認のため 

 地震の際の防災マニュアル等の確認のため 

 

526
229

163
206

114
263

92

130

145

34

120

151

0 100 200 300 400 500 600 700

地方公共団体(n=618)

学校(n=359)

金融・保険業(n=308)

国の機関等(n=240)

製造業(n=234)

その他(n=414)

訓練に参加した 訓練に参加していない



 

  
○訓練での報知の仕方（訓練参加機関のみ）【機関等：n=975、地方公共団体：n=526】 

機関等の報知は「気象庁の訓練キット」（訓練用の動画）の利用が 47％と最も多

く、「気象庁の発表する訓練報※」の利用が 27％と続いた。地方公共団体は「気象

庁の発表する訓練報」の利用が 87％で最も多かった。 

※「訓練報」とは、全国一斉の訓練のために気象庁が訓練用に発表（提供）した緊急地震速報のこと。 
 その他（手動）については、手動で建物の放送設備を操作したものや、受信端末の訓練機能利用な

ど手動操作等により訓練を行ったものを集計した。 
 
３．訓練への評価等 

○訓練への評価（訓練参加機関のみ）【機関等：n=975、地方公共団体：n=526】 
訓練に参加した機関等の 89％が「訓練を実施して良かった」と評価。地方公共団

体では 95％が「良かった」と評価。 
 機関等の「良かった」という理由については、「行動の確認ができた」が 37％と
最も多く、「緊急地震速報の理解につながった」が 34％と続いた。地方公共団体で
は「受信端末の動作確認ができた」が 67％と最も多かった。 
 また、機関等の「評価しない（良くない）」という理由については、「実際の報知
方法と異なる」が６％と最も多く、「あらかじめ決められた訓練では、いざという時
に行動に結びつかない」、「訓練の案内から実施までの期間が短く、十分な訓練内容
を準備できない」の順に続いた。地方公共団体では、「あらかじめ決められた訓練で
は、いざという時の行動に結びつかない」との理由が最も多かった。 
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○訓練への参加回数【全体：n=2,173】 

訓練参加回数については、「複数回実施」が 42％と最も多く、緊急地震速報を活
用した訓練が定着してきていると考えられる。 
また、「初めて実施」が 34％と続いており、アンケート回答機関の中で訓練を実

訓練に参加しなかった理由【機関等：n=580、地方公共団体：n=92】 
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施したと回答する機関数も既往調査と比べて増加（平成 22年：548 機関等、平成 23
年：917 機関等、平成 24 年度：1,501 機関等）していることと併せ、訓練への参加
には増加の傾向がみられる。 
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  ※これまでの緊急地震速報を利用した訓練への参加回数（３回以上、２回、１回、実施したことがな

い）について質問し、今回の訓練への参加回数を組み合わせて集計した。なお、「１回実施」とは

今回の訓練に参加していないが過去に１回参加した経験がある、「初めて実施」とは、過去に参加

した経験がなく、今回の訓練に（初めて）参加した機関等が該当する。 

 

○希望する訓練の実施頻度【全体：n=2,173】 
「年１回」との回答が 55％と最も多く、「年２回」が 34％と続いた。 
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  ※今回のような全国的な訓練について、どの程度の頻度で実施するのが適当と考えるか質問。 

 
４．まとめ 

 訓練に参加した機関等からは「訓練をやって良かった」と訓練に対して高い評価が

得られました。参加理由も「いざという時の行動確認」を目的としている機関等が多

いことから、訓練の実施目的についても理解が深まってきていると考えられます。今

後も一層、「いざという時の行動確認」を伴うより実践的な訓練の実施が重要です。

また、繰り返し参加している機関に加えて、初めて参加したという機関も多く、全国

的な訓練として参加機関等拡大にも一定の成果がみられました。 

 今後も引き続き定期的な訓練を計画するとともに、訓練を実施しなかった理由など

も参考に、12月には緊急地震速報を活用した訓練を定期的に実施すること、報知の方

法、訓練の方法などについてわかりやすい周知広報を行い、より多くの参加が得られ

るように努めます。 



都道府県別及び業種別回答数内訳 

 

○都道府県別回答数
地域 都道府県 回答数 地域 都道府県 回答数
北海道 北海道 82 三重県 29

青森県 31 滋賀県 18
岩手県 40 京都府 17
宮城県 97 大阪府 86
秋田県 25 兵庫県 56
山形県 10 奈良県 8
福島県 24 和歌山県 60
茨城県 48 鳥取県 15
栃木県 15 島根県 12
群馬県 11 岡山県 23
埼玉県 98 広島県 34
千葉県 43 山口県 27
東京都 339 徳島県 18

神奈川県 227 香川県 24
新潟県 32 愛媛県 31
富山県 20 高知県 22
石川県 19 福岡県 59
福井県 21 佐賀県 25
山梨県 20 長崎県 30
長野県 24 熊本県 14
静岡県 46 大分県 26
愛知県 139 宮崎県 22
岐阜県 52 鹿児島県 24

沖縄 沖縄県 16
未記入 14
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中国
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○業種別回答数
業種 回答数 業種 回答数

サービス業 29 建設業 21
医療・福祉 24 情報通信業 32
飲食店・宿泊業 5 製造業 234
運輸業 60 地方自治体 618
卸売・小売業 11 電気・ガス・熱供給・水道業 9
学校 359 農業 1
官公庁 240 不動産業 4
漁業 1 複合サービス事業 4
教育・学習支援業 98 林業 2
金融・保険業 308 その他 185
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